
別記様式第１号（第５条関係）
番　　　　　号

年　　月　　日

株式会社繊維リソースいしかわ

　　代表取締役社長　　　　　　　様

　公益財団法人ふくい産業支援センター

　　理事長　　　　　　　　　　　様


　

所在地　　　　　　　　　　　　　　
名称　　　　　　　　　　　　　　
代表者職・氏名　　　　　　　　　　　　　 eq \o\ac(○,印)
平成　　年度　繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金事業計画書

　平成　　年度において、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金の交付を受けたいので、繊維企業連携新素材開発等支援事業補助金交付要綱の規定により関係書類を添えて申請します。

記
１　事業計画書　　　別紙１のとおり
２　役員の一覧表
３　全部事項証明書の現在事項証明書（またはこれに準ずるもの）
４　最近２カ年の決算書の写し

（貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書（直近２期分）（個人事業者の場合は税務申告書）
５　県税に未納がない旨の証明書
６　連携体に関する規約案等

７　その他の参考となる資料

※２から５については連携企業すべてについて提出すること

別紙１
繊維企業連携新素材開発等支援事業計画書
　（１）申請者（代表企業）及び連絡担当者
	１．申請者（代表企業）

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：



（２）その他連携企業及び連絡担当者
	１．連携企業①及び連絡担当者

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


	１．連携企業②及び連絡担当者

	
	フリガナ：
名　　称：
 代表者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＵＲＬ：

	
	設立日
	      年   　月    日

	２．連絡担当者

	
	連絡担当者名及び役職名：
 住　　所：〒
 電話番号：
 ＦＡＸ番号：
 ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ：


　（３）事業内容
	１．実施計画名


	２．背景・現状


	３．事業内容


	４．素材・製品の特徴

	
	(１)新規性


	
	(２)競合する素材・製品


	５．各企業の強み（固有の技術等）


	６．連携体の強み・課題


	７．需要開拓

	
	(１)市場ニーズ及び想定顧客


	
	(２)営業・広告手段（出展予定展示会等）


	
	(３)販売先


	８．事業目標


	９．地域経済、産業への貢献、波及効果等


	10．実施日程及び計画
　（開始予定）平成　年　月　日
　（完了予定）平成　年　月　日
実施内容
（素材開発点数及び売上計画についても記載すること）
（H  . ～ H  . ）
２年目（今後の展望）
（H  . ～ H  . ）
３年目（今後の展望）
（H  . ～ H  . ）



	11．事業実施体制


	12．補助金の交付を受けた実績及び当該年度の他の補助金への申請状況（予定を含む）



（４）本年度の経費明細表
	１．資金調達内訳
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 （単位：円）
区　　　　分
金　　　額
説　　　　　明
事業補助金
円
自己資金
円
借入金
円
その他
円
合計
円


	２．経費明細表
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：円）
区　　　分
事業費
（円）
補助対象

経費

（円）
補助

希望額

（円）
経費の積算
添付
書類
経費区分
内　容
補助対象経費
試
作

・

開

発

費
小　計
販
路

開

拓

費
小　計
合　　　計
補助対象外経費
総合計



連携体の規約例
　株式会社Ａ、株式会社Ｂおよび株式会社Ｃ（以下個別に各法人等を称するときは「契約者」という。）は、次の各条項に従い、○○○○○事業（以下「本事業」という。）を遂行するため、連携体規約（以下「本規約」という。）を締結する。

第１章　基本的事項

（事業の目的）

第1条 　本事業は、契約者相互間の信頼関係を基盤として、それぞれの持つ情報や技術力を

活用し、対等な立場で連携して行う新商品の開発、製造、販売を目的とする。

（連携事業の内容）

第２条　契約者が、連携して実施する事業の内容は次のとおりとする。

　（１）○○○開発事業
（２）○○○販路開拓事業
（業務の範囲）

第3条 　本事業で行う業務は、前条で定める連携事業の内容に関するあらゆる業務を含む

ものとする。

２　本規約は、契約者が前条で定める連携事業の内容の他に行う新商品開発等を規制または
抑制するものではない。

（代表者の設置）

第４条　本事業の実施について、株式会社Ａを代表者とする。

２　本事業の代表者は、本事業の実施に関し、契約者を代表して、対外的連絡調整を行うものとする。

（運営委員会）

第５条　本事業を遂行するため、各契約者を代表する委員各１名をもって構成する運営委員会（以下「本委員会」という。）を設け、本事業に関する事項を協議の上、決定するものとする。

２　本委員会の事務局は、株式会社Ａに置く。

３　本委員会では、次の事項を協議する。

　ア　本事業の実施方針に関する事項

　イ　本事業の事業計画に関する事項

　ウ　予算に関する事項

　エ　決算に関する事項

　オ　役割分担に関する事項

　カ　費用負担および収入配分に関する事項

　キ　本規約の変更に関する事項

　ク　その他事業の実施に関する事項

第２章　情報の交換および秘密保持
（資料、情報の交換）

第６条　契約者は、本規約の有効期間中、本事業の遂行に必要な各契約者が所有する資料、情報を相互に交換する。ただし、第三者との契約により秘密保持義務を負っているものは、この限りではない。

（秘密保持）

第７条　契約者は、秘密情報を善良なる管理者の注意義務をもって保持し、これを第三者に開示、漏洩せず、また本事業の目的以外に流用しないものとする。

第３章　商品開発および販路開拓

（商品開発および販路開拓）

第８条　契約者は、運営委員会において定めた役割分担により○○○○を開発し、販路開拓

を行う。

（商品開発および販路開拓の費用負担）

第９条　契約者は、商品開発および販路開拓を行うにあたり、運営委員会において定めた費

用負担割合によりその費用を分担する。

（第三者との共同事業の制限）

第１０条　契約者は、他の契約者全ての同意なくして本事業と同一目的の事業の全部又は一部を第三者と共同して行い、又は第三者から受託してはならない。

（成果の取扱及びその帰属）

第１１条　商品開発の成果とは、本商品開発により得られた実用新案、意匠、商標等の成果をいう。

２　前項に定める本商品開発の成果は原則として契約者の共有とする。
第４章　そ の 他

（参加）

第１２条　本事業に新たに参加したいとの申し込みがあったときは、契約者の合意により、新たな者の参加を認めることができる。

２　前項により参加を認める場合、新たな者と契約者は、本規約について新たに契約を締結するものとする。

（脱退）

第１３条　契約者は、いずれの責にも属さない理由により本規約を継続しがたい特別の事情が生じた場合には、他の契約者と協議の上、本事業から脱退することができる。

２　前項の場合、脱退する契約者につき、脱退する時点までに本事業の遂行に要した費用を集計し、本規約に定める費用負担の割合による費用を負担させるものとする。

（除名）

第１４条　契約者のいずれかの者が次の各号のいずれかに該当するとき、その契約者を除いた全ての契約者は、その契約者に対し該当する旨通知するとともに、その契約者に弁明の機会を与えた上で、その契約者を本事業から脱退させることができる。

　　（１）正当な事由なく本事業の遂行に協力しないとき

　　（２）本事業の履行に関し、不当または不正の行為があったとき

　　（３）本規約に違反したとき

２　前条第２項の規定を、前項の場合に準用する。

（損害賠償）

第１５条　契約者は、本規約に違反して、他の契約者に損害を与えたとき、それによって生

じた損害を賠償しなければならない。

（有効期間）

第１６条　本規約の存続期間は、○年とする。

２　前項の存続期間は、契約者全員の同意を得て、これを変更することができる。

（本規約に定めのない事項）

第１７条　本規約に定めのない事項については、運営委員会において定めるものとする。

本規約の成立を証するため、本書３通を作成し、各契約者記名捺印の上、各1通を保有する。

平成　　年　　月　　日

株式会社Ａ　代表取締役　○○○○　印

株式会社Ｂ　代表取締役　○○○○　印

株式会社Ｃ　代表取締役　○○○○　印

　※商品開発や販路開拓だけでなく量産品の製造・販売まで事業が進んだ際には、グループ

内での取引条件（費用やリスクの負担、収益の分配等必要と思われる事項）について、

規約に追加するか、別途契約を結ぶなどしてください。
※上段に代表企業が主たる事業所を置く


県の支援機関を記載すること
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任意様式
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